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Ⅱ 協定等 
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1 えびの市が締結している主な協定 

（行政・公的機関など） 

区分 協 定 名 締 結 団 体 締結年月日 

県 

内 

①宮崎県消防相互応援協定 県内 33 市町村 

昭和 42 年 9 月 11 日 

（全面改定） 

平成 7 年 6 月 19 日 

（一部改定） 

平成 18 年 7 月 20 日 

②宮崎県市町村防災相互応援協定 県内 44 市町村 平成 8 年 8 月 29 日 

③災害時における医療救護に関する協定 
えびの市、小林市、高原町 

平成 23 年 12 月 28 日 
社団法人西諸医師会 

災害時における歯科医療救護活動に関する協定 一般社団法人小林えびの西諸歯科医師会 令和２年８月２５日 

えびの市災害ボランティアセンターの設置及び運

営等に関する協定 
社会福祉法人えびの市社会福祉協議会 令和５年２月２１日 

県 

外 

④消防相互応援協定 
えびの市 

昭和 46 年 4 月 1 日 
吉松町の消防       （鹿児島県） 

消防及び救急業務相互応援協定 

えびの市、小林市、須木村、高原町、野尻町    

（西諸広域行政事務組合） 昭和 61 年 4 月 1 日 

多良木町、水上村、上球磨消防組合（熊本県） 

⑤環霧島会議防災相互応援協定 
えびの市、小林市、都城市、高原町（宮崎県） 

平成 21 年 5 月 19 日 
霧島市、曽於市、湧水町  （鹿児島県） 

⑥災害時等の相互応援に関する協定 

えびの市 

平成 24 年 3 月 30 日 人吉市          （熊本県） 

伊佐市、湧水町      （鹿児島県） 

貝塚市          （大阪府） 令和３年１月４日 

広 

域 

⑦えびの市における大規模な災害時の応援に関す

る協定 

えびの市 
平成 23 年 8 月 18 日 

国土交通省九州地方整備局 

⑧全国青年市長会 49 市 平成 21 年 12 月 7 日 

 
（民間企業） 
区分 協 定 名 締 結 団 体 締結年月日 

ガス ①災害時におけるＬＰガス供給活動等に関する協定 社団法人 宮崎県エルピーガス協会えびの支部 平成 22 年 11 月 10 日 

電気 ②災害時の電気設備応急対策に関する協定 

一般社団法人 宮崎県電業協会宮崎県西

部電業協会 
平成 24 年 4 月 1 日 

小林地区電気工事業協同組合 平成 26 年 5 月 30 日 

水道 ③災害時等における水道の応急活動の実施に関する協定 えびの市管工事協同組合 平成 24 年 7 月 25 日 

物資 
④災害時における生活関連物資の調達等に関する協定 

えびの市商工会 平成 24 年 8 月 30 日 

株式会社 ナフコ 令和 2 年 3 月 23 日 

株式会社コスモス薬品 令和 2 年 4 月 23 日 

ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター 令和 2 年 8 月 19 日 

⑤災害時における救援物資提供に関する協定 南九州コカ・コーラボトリング株式会社 平成 19 年 4 月 24 日 

建設 ⑥災害時における応急対策業務等に関する基本協定 小林地区建設業協会 平成 24 年 4 月 1 日 

〃 ⑦災害時における応急対策業務等に関する基本協定 えびの市建設業協力会 平成 20 年 11 月 1 日 

用水 ⑧災害応急対策に必要な用水の確保に関する協定 西諸地区生コンクリート事業協同組合 平成 21 年 4 月 1 日 

福祉 ⑨災害時における福祉用具等の調達に関する協定 株式会社ライフサポート 平成 24 年 8 月 29 日 

避難場所 ⑩災害発生時における福祉避難所の設置運営における協定 社会福祉法人えびの明友会 平成 28 年 7 月 4 日 

〃 ⑪災害発生時における福祉避難所の設置運営における協定 社会福祉法人慈愛会 平成 24 年 8 月 30 日 

〃 ⑫災害発生時における福祉避難所の設置運営における協定 社会福祉法人慶和会 平成 24 年 11 月 20 日 

電話 ⑬災害時における特設公衆電話の設置・利用に関する協定書 西日本電信電話株式会社宮崎支社 平成 27 年 7 月 27 日 

郵便 
⑭災害時におけるえびの市とえびの市関係郵便局の協力

に関する協定 

代表 日本郵便株式会社  

   加久藤郵便局長 
平成 27 年 10 月１日 

電気 ⑮災害復旧に関する覚書 九州電力送配電株式会社都城配電事業所 平成 30 年 3 月 22 日 

捜索 ⑯災害時における災害救助犬の出動及び捜索活動に関する協定書 特定非営利活動法人九州災害救助犬協会 平成 31 年 3 月 27 日 

情報 

⑰災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 令和１年 11 月 25 日 

⑱災害に係る情報発信等に関する協定 株式会社テレビ宮崎 令和 3 年 12 月 17 日 
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① 宮崎県消防相互応援協定  

 

平成 7年 6月 19 日 締結 

改定 平成 18 年７月 20日 

 

消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 39 条の規定に基づき、宮崎県内の市町村（消

防の事務を処理する一部事務組合を含む。以下同じ。）は、消防の相互の応援に関して次の

とおり協定する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、県内において市町村単独では対応することのできない大規模・特殊

災害（以下「災害」という。）が発生した場合に、相互の消防力を活用して災害による被

害を最小限に防止することを目的とする。 

 

（応援業務の範囲） 

第２条 この協定における応援業務の範囲は、消防組織法第１条に規定する消防の任務と

する。 

 

（応援出動） 

第３条 応援出動は、災害発生地の市町村の長の要請に基づいて行うものとする。ただし、

緊急を要する場合については、災害を覚知した市町村の長の判断により要請を待たずに

応援出動することができるものとする。 

 

（応援要請の方法） 

第４条 応援の要請は、災害の発生した市町村の長から電話その他の方法により、次の事

項を明らかにして要請し、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

(１) 災害等の状況 

(２) 応援を要する人員及び機械器具等の種別数量 

(３) その他必要な事項 

 

（応援人員の派遣） 

第５条 前条の規定により、応援の要請を受けた市町村の長は、管轄する区域における業

務に支障のない限り、応援のための人員等（以下「応援隊」という。）を派遣しなければ

ならない。なお、応援隊の派遣が困難な場合は、直ちに要請側の市町村の長に通報する

ものとする。 

 

（応援の指揮） 

第６条 応援隊の指揮は、要請側の市町村の長又は消防長若しくは消防団長が行うものと

する。 

２ 指揮は、応援隊の長に対して行うものとする。ただし、緊急を要するときは、直接応

援隊の隊員に命令することができる。 

 

（報告） 
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第７条 応援隊の長は、次に掲げるときは、第６条に規定する指揮者に報告しなければな

らない。 

(１) 応援隊が災害発生地に到着したとき 

(２) 応援隊が災害発生地から引揚げるとき 

２ 応援隊の長は、随時、指揮者に対し応援隊の活動状況について報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第８条 応援出動に要した費用は、原則として応援側市町村の負担とする。ただし、応援

隊の故意又は過失によらない事故等が発生した場合、又は多額の費用を要した場合等は、

要請側及び応援側市町村両者の協議による。 

 

（補則） 

第９条 この協定は、市町村の協議により改定することができる。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、市町村の消防長及び消防本部を置かない町村に

あってはその長から委任を受けた者又は消防団長が協議の上別に定める。 

 

附 則 

１ この協定は、平成７年６月 19日から効力を生じる。 

２ 宮崎県市町村消防相互応援協定（昭和 42 年９月 11日締結）は、廃棄する。 

附 則（平成 18 年７月 20 日） 

この協定は、平成 18 年７月 20日から効力を生ずるものとする。 

 

(出典：平成 20 年度宮崎県地域防災計画書・同資料編) 
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② 宮崎県市町村防災相互応援協定 

 

平成 8年 8月 29 日締結 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）第

67 条第１項の規定の趣旨に基づき、県内において大規模な災害が発生し、被災市町村独

自では十分な応急措置が実施できないときに、円滑に市町村間相互の応援を行うために、

必要な事項について定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において、災害とは、法第２条第１号に定める災害をいう。 

 

（連絡窓口） 

第３条 市町村は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部局を定め、災害が発生したと

きには、速やかに必要な情報を相互に伝達するものとする。 

 

（応援項目） 

第４条 応援項目は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 災害応急措置に必要な職員の派遣 

(２) 食料品、飲料水及び生活必需品の提供 

(３) 避難及び収容施設並びに住宅の提供 

(４) 医療及び防疫に必要な資機材及び物資の提供 

(５) 遺体の火葬のための施設の提供 

(６) ごみ及びし尿の処理のための装備及び施設の提供 

(７) 災害応急措置に必要な車両及び資機材の提供 

(８) ボランティア団体の受付及び活動調整 

(９) その他応援のため必要な事項 

 

（応援要請の手続） 

第５条 被災市町村の長は、応援を要請しようとするときは、次に掲げる事項を明らかに

して、口頭により行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

(１) 被害及び被害が予想される状況 

(２) 前条に掲げる応援項目の種類及び内容 

(３) 応援を希望する期間 

(４) その他必要な事項 

 

（応援の実施） 

第６条 応援を要請された市町村長は、あらゆる手段を講じ、応援に努めるものとする。 

２ 被災市町村以外の市町村の長は、災害の実態に照らし、特に緊急を要し、被災市町村

の長が前条に定める要請ができないと判断される場合には、県消防防災課と協議の上、

同条の要請を待たないで、必要な応援を行うことができるものとする。この場合には、

同条の応援要請があったものとみなす。 
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（応援部隊の指揮） 

第７条 応援部隊は、応援を要請した市町村長の指揮の下に行動するものとする。 

 

（経費負担） 

第８条 応援に要した経費は、応援を受けた市町村の負担とする。ただし、特段の事情が

ある場合は、当事者間の協議によるものとする。 

 

（平常時の任務） 

第９条 この協定に基づく応援が円滑に行われるように、各市町村は、自らの応援能力等

を正確に把握するものとする。 

２ 前項の規定による応援能力を相互に把握するため、年１回以上、連絡会を開催して応

援に必要な情報の交換をするものとする。 

 

（他の協定との関係） 

第 10条 この協定は、市町村が別に消防組織法の規定に基づき締結した消防相互応援等そ

の他の協定を排除するものではない。 

 

（その他） 

第 11条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、市

町村が協議して定めるものとする。 

（効力発生の時期） 

第 12条 この協定は、平成 8年 9月１日から効力を生じる。 

この協定の締結を証するため、本書 44 通を作成し、記名押印の上、各 1通を保有するも

のとする。 
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③ 災害時における医療救護に関する協定 
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■西諸医師会災害医療計画 
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④ 消防相互応援協定
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⑤ 環霧島会議防災相互応援協定 
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⑥ 災害時等の相互応援に関する協定 
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⑦ えびの市における大規模な災害時の応援に関する協定 
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⑧ 全国青年市長会災害相互応援に関する要綱ならびに全国青年市長会災害相互応援

に関する実施要領 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、市長が全国青年市長会の会員である市（当該会員である市長が 50

歳を超えて引き続き再選され、その在任期間中である市を含む。以下「会員市」と

いう。）において、大規模な災害が発生し、被災した会員市（以下「被災会員市」と

いう。）のみでは十分な救護等の応急措置が実施できない場合における会員市の相互

応援について必要な事項を定めるものとする。 

 

（災害応援市） 

第２条 災害応援市は、この要綱の趣旨に賛同した会員市とする。 

 

（連絡担当部局） 

第３条 会員市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定めるものとする。 

 

（連 絡） 

第４条 被災会員市は、災害が発生したときは、速やかに会長市又は副会長市に連絡する

ものとする。 

２ 会長市又は副会長市は、前項の連絡を受けたときは、速やかに会員市へ周知をする

ものとする。 

 

（応援の種類） 

第５条 応援の種類は、次のとおりとする。 

(1) 食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 救護及び救助活動に必要な車両等の提供 

(3) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

(4) 被災者を一時収容するための施設の提供 

(5) 被災児童、生徒等の一時受入れ 

(6) 救援及び応急復旧等に必要な職員の派遣 

(7) ボランティアのあっせん 

(8) 前各号に定めるもののほか、被災会員市が特に必要と認めるもの 

 

（応援要請の手続） 

第６条 応援を受けようとする被災会員市は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等に

よる要請を行い、後日速やかに当該事項を記載した文書（別記様式）を提出するも

のとする。 
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(1) 被害の状況 

(2) 前条第１号から第４号までの応援に要する品名、規格、数量等 

(3) 前条第５号に掲げる被災児童、生徒の学年、人数等 

(4) 前条第６号に掲げる職員の事務職、医療職、技術職、技能職の職種別及び人員 

(5) 応援を受ける場所及びその経路 

(6) 応援を受ける期間 

(7) 前各号に掲げるもののほか、応援要請に必要な事項 

 

（応援体制） 

第７条 会長市又は副会長市は、被災会員市から応援の要請を受けたときは、役員市と協

力し、要請の内容に応じ、次の各号に掲げる災害の応援体制を当該各号に定める会

員市をもって組織するものとする。 

(1) 第１次体制 同一都道府県内の会員市 

(2) 第２次体制 別に定めるブロック別都道府県内の会員市 

(3) 第３次体制 全会員市 

 

（実 施） 

第８条 会長市又は副会長市から応援を要請された会員市は、極力これに応じ、救護に努

めるものとする。 

２ 応援要請を受けなかった会員市は、被災会員市と連絡をとり、適宜必要な応援を

することができるものとする。 

 

（緊急応援活動の実施） 

第９条 会員市は、他の会員市において災害が発生した場合で、緊急の応援活動が必要で

あると判断したときは、第７条の規定にかかわらず、緊急応援活動を実施できるも

のとする。 

 

（経費の負担） 

第１０条 職員の派遣に要する経費及び応援物資の調達その他の応援に要する経費は、原

則として被災会員市が負担するものとする。 

 

（災害補償等） 

第１１条 第５条第６条の規定により派遣された職員（次項において「派遣職員」という。）

に係る公務災害補償については、地方公務員災害補償法（昭和 42 年法律第 121

号）に定めるところによる。 

２ 派遣職員が業務上第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援業務の従事中に
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生じたものについては被災会員市が、被災会員市への往復経路の途中に生じたもの

については応援を行う会員市が賠償の責めに負う。 

 

（資料等情報の交換） 

第１２条 会員市は、この要綱に基づく応援が円滑に行われるよう、必要に応じ、情報交

換を行うものとする。 

 

（補 則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、災害相互応援の実施に関し必要な事項は別に定

める。 

２ 第１条の規定にかかわらず、本会会長が必要と認めたときは、会員以外の被災地

方公共団体及び被災外国（外国の地方公共団体を含む。）に対して義援金品を贈呈で

きるものとする。 

 附 則  

 この要綱は、平成 17年６月７日から施行する。 

 

■全国青年市長会災害相互応援に関する実施要領 

（趣 旨） 

第１条 この実施要領は、全国青年市長会災害相互応援に関する要綱（以下「要綱」とい

う。）の規定に基づき、災害相互応援の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（連絡担当部局） 

第２条 要綱第３条に規定する連絡担当部局は、別表第１のとおりとする。 

 

（ブロック別都道府県） 

第３条 要綱第７条第２号に規定するブロック別都道府県は、別表第２のとおりとする。 

 

（応 援） 

第４条 派遣職員は、応援を行う会員市（以下「応援会員市」という。）の名を表示する腕

章等の標識をつけ、その身分を明らかにするものとする。 

２ 派遣職員は、災害の状況に応じ、必要な被服、当座の食料等を携行するものとす

る。 

３ 被災会員市は、被害の状況に応じ、派遣職員に対する宿舎のあっせん、その他の

便宜を供与するものとする。 

４ 応援を要請する被災会員市が要綱第５条に規定する経費を至弁するいとまがなく、

当該被災会員市から要請があった場合は、応援会員市が当該経費を一時繰替至弁す
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ることができるものとする。 

 

（経費の額の算出） 

第５条 要綱第 10条に規定する費用は、次の各号に定めるところにより算出した額とする。 

１ 職員の派遣に要する旅費及び諸手当等の額は、応援会員市の条例に定める額の範

囲内とする。 

２ 備蓄物資及び調達物資の額は、当該物資の購入費及び輸送費に係る額とする。 

３ 車両及び機械器具等の額は、借上料、燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた

場合の修理費に係る額とする。 

 

（経費の請求方法） 

第６条 応援会員市が前条に定める経費を請求する場合は、応援会員市の市長名による請

求書に関係書類を添付して、連絡担当部局を経由して被災会員市に請求する。 

２ 前条及び前項の規定により難いときは、経費の額及び請求方法について被災会員

市及び応援会員市が協議して定める。 

 附 則  

 この実施要領は、平成７年 10 月 27 日から施行する。  
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■応援要請の様式 

 

様式（第６条関係）                          

                          第     号 

                          年  月  日 

 全国青年市長会会長様                                     

                            市    

                            市 長     

 

災害発生による応援要請について 

 

全国青年市長会災害相互応援に関する要綱第６条の規定に基づき、次のとおり応援

を要請します。 

                                        

 

項    目 内        容 

１ 被害状況 

 

２ 応援種類及び内容 

 

３ 応援を要する職種別人員 

 

４ 応援場所及び到達経路 

 

５ 応援を受ける期間 

 

６ その他応援に必要な事項 
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Ⅱ-39 



 

■全国青年市長会災害相互応援名簿（平成 25 年 4 月現在） 

都道府県名 会員市名 加入年月日 連絡担当部局 電話番号 ＦＡＸ番号 

岩手県 陸前高田市 H23.6.1 企画部 企画政策課 0192-54-2111 （内 171） 0192-54-3888 

秋田県 仙北市 H22.3.17 市民生活部 環境防災課 直通 0187-43-3308 0187-54-1775 

茨城県 水戸市 H24.6.28 市民環境部 地域安全課 029-232-9152 029-233-0523 

栃木県 足利市 H21.7.1 総務部 危機管理課 直通 0284-20-2247 0284-21-1384 

埼玉県 本庄市 H18.3.1 総務部 自治防災課 直通 0495-25-1184 0495-22-0602 

埼玉県 ふじみ野市 H22.1.15 総務部 危機管理防災課 直通 049-262-9017 049-266-1227 

千葉県 鎌ヶ谷市 H14.8.26 市民生活部 安全対策課 直通 047-498-5240 047-498-5241 

東京都 文京区 H19.8.31 総務部 総務課 直通 03-5803-1139 03-5803-1334 

東京都 稲城市 H23.5.30 消防本部 防災課 042-377-7119 （内 33） 0422-51-9184 

神奈川県 鎌倉市 H23.6.6 防災安全部 総合防災課 0467-23-3000 （内 2614） 0467-23-3373 

神奈川県 茅ヶ崎市 H19.11.19 市民安全部 防災対策課 代表 0467-82-1111 0467-82-1540 

新潟県 三条市 H22.12.20 総務部 行政課 防災対策室 直通 0256-34-5511 0256-34-5691 

石川県 金沢市 H23.2.15 危機管理課 直通 076-220-2060 076-233-9999 

岐阜県 関市 H23.12.2 市長公室 危機管理課 直通 0575-23-7736 0575-23-7748 

愛知県 小牧市 H23.6.14 市長公室 危機管理課 直通 0568-76-1171 0568-75-5714（総務課内） 

愛知県 尾張旭市 H24.5.28 市民生活部 安全安心課 直通 0561-76-8127 0561-52-0831 

愛知県 あま市 H22.5.19 総務部 安全安心課 直通 052-444-0862 052-441-8330 

愛知県 知立市 H23.8.25 総務部 安心安全課 直通 0566-83-1111 0566-83-1141 

三重県 松阪市 H23.7.5 市政戦略部 戦略経営課 直通 0598-53-4301 0598-26-4030 

三重県 伊勢市 H22.1.28  直通 0596-21-5523 0596-21-5522 
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三重県 亀山市 H21.5.1 企画部 広報秘書室 直通 0595-84-5022 0595-82-9685 

京都府 京丹後市 H16.6.23 企画総務部 総務課 代表 0772-69-0001 0772-69-0901 

大阪府 高槻市 H23.5.27 総務部 危機管理課 直通 072-674-7314 072-675-8184 

大阪府 泉佐野市 H24.5.14 市長公室 市民協働課 072-463-1212 （内 2272） 072-464-6253 

奈良県 五條市 H23.5.24 総務部 危機管理課 代表 0747-22-4001 0747-55-0211 

奈良県 葛城市 H20.12.10 総務部 生活安全課 代表 0745-69-3001 0745-69-6456 

和歌山県 有田市 H21.5.11 市長公室 経営企画課 代表 0737-83-1111 0737-82-1725 

島根県 益田市 H20.8.29 総務部 危機管理対策課 直通 0856-31-0601 0856-23-5001 

岡山県 玉野市 H17.12.1 総務部 危機管理課 直通 0863-32-5560 0863-21-3464 

山口県 柳井市 H21.5.15 総務部 危機管理室 0820-22-2111 （内 431） 0820-23-4595 

愛媛県 八幡浜市 H24.6.19 総務企画部 政策推進課 0894-22-3111 0894-24-0610 

愛媛県 新居浜市 H13.3.26 市民部 防災安全課 直通 0897-65-1282 0897-33-5180 

愛媛県 四国中央市 H23.7.12 消防本部 安全・危機管理課 直通 0896-23-8090 0896-23-6614 

福岡県 古賀市 H24.6.19 総務部 経営企画課 092-942-1143 092-942-3758 

佐賀県 多久市 H9.10.13 総務課 直通 0952-75-2112 0952-75-2110 

熊本県 宇土市 H22.6.14 総務企画部 総務課 代表 0964-22-1111 0964-22-0110 

熊本県 上天草市 H19.12.20 総務企画部 総務課 代表 0964-56-1111 0964-56-4972 

宮崎県 都城市 H18.2.28 総務部 危機管理課 直通 0986-23-2129 0986-26-0759 

宮崎県 えびの市 H21.12.7 企画課 秘書係 直通 0984-35-1111 0984-35-0401 

鹿児島県 阿久根市 H23.4.13 総務課 0996-73-1211 （内 1212） 0996-72-2029 

鹿児島県 垂水市 H23.7.6 総務課 代表 0994-32-1111 0994-32-6625 

沖縄県 石垣市 H22.4.7 総務部 総務課 代表 0980-82-1216 0980-83-1427 

※災害応援市：会員資格年齢満了で退会。ただし、市長在任中は支援継続可能（千葉県東金市、東京市武蔵野市、福井県敦賀市、愛知県知多市、香川県観観音寺市、香川県高松市）
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民間企業① 災害時におけるＬＰガス供給活動等に関する協定 
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民間企業② 災害時の電気設備応急対策に関する協定 
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Ⅱ-52-1 
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民間企業③ 災害時等における水道の応急活動の実施に関する協定 
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民間企業④ 災害時における生活関連物資の調達等に関する協定 
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民間企業⑤ 災害時における救援物資提供に関する協定 
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民間企業⑥ 災害時における応急対策業務等に関する基本協定 
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民間企業⑦ 災害時における応急対策業務等に関する基本協定 

（えびの市建設業協力会） 
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民間企業⑧ 災害応急対策に必要な用水の確保に関する協定書 
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民間企業⑨ 災害時における福祉用具等の調達に関する協定書 

 

 

Ⅱ-82 



 

 

Ⅱ-83 
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民間企業⑩ 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
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民間企業⑪ 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
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民間企業⑫ 災害発生時における福祉避難所の設置運営における協定 
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２ 宮崎県防災救急ヘリコプター緊急運航要領 

平成 16 年 10 月１日 

危 機 管 理 局 

（趣旨） 

第１条 この要領は、宮崎県防災救急ヘリコプター運航管理要綱（以下「要綱」という。）

第 16 条第３項の規定により、宮崎県防災救急ヘリコプター（以下「防災救急ヘリ」と

いう。）の緊急運航に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（他の規定との関係） 

第２条 緊急運航については、要綱に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

（緊急運航の要件） 

第３条 緊急運航は、原則として、次の要件を充たす場合に行うことができるものとする。 

（1） 公共性 地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を災害から保護することを自

的とすること。 

（2） 緊急性 差し迫った必要性があること。（緊急に活動を行わなければ、県民の生命

及び財産に重大な支障が生ずる恐れがある場合） 

（3） 非代替性 防災救急ヘリ以外に適切な手段がないこと。（既存の資機材及び人員で

は十分な活動が期待できない、又は活動できない場合） 

 

（緊急運航の基準） 

第４条 緊急運航は、前条に掲げる要件を満たし、かつ、宮崎県防災救急ヘリコプター緊急

運航基準（別紙）に該当する場合に行うことができるものとする。 

 

（緊急運航の要請） 

第５条 緊急運航の要請は、緊急運航を要する事態が発生した市町村、消防の一部事務組合、

消防を含む一部事務組合その他の関係機関（以下「要請機関」という。）の長が防災救急

航空センター所長（以下「所長」という。）に対し行うものとする。 

２ 前項の要請は、緊急運航要請書（様式第１号）により行うものとする。 

 

（緊急運航の決定） 

第６条 所長は、前条第１項に規定する緊急運航の要請を受けた場合には、緊急運航を要す

る事態の状況、気象状況等を確認の上、出動の可否を決定し、航空隊隊長又は副隊長（以

下「隊長等」という。）に必要な指示をするとともに、要請機関に決定内容を回答しなけ

ればならない。 

２ 隊長等は、前項の指示を受けた場合には、直ちに要請内容に対応する出動体制を整えな

ければならない。 
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３ 所長は、第１項の規定により対応した結果を速やかに、消防保安室長（以下「運航管理

責任者」という。）に報告するものとする。 

 

（受入体制） 

第７条 要請機関は、防災救急航空センターと緊密な連結を図るとともに、当該要請機関の

定める災害現場等の指揮者に、防災救急ヘリの運航指揮者と緊密な連絡を取らせるもの

とする。 

２ 要請機関は、必要に応じ次の受入体制を整えるものとする。 

(1) 離着陸場所の確保（散水等必要な措置を含む。）及び安全対策 

(2) 傷病者の搬送先の離着陸場所及び病院等への搬送手配 

(3) 空中消火のための給水場所の確保 

(4) その他必要な事項 

 

（報告） 

第８条 運航管理責任者は、災害等が収束した後、必要に応じ要請者機関に対して当該災害

等の状況について報告を求めることができる。 

附 則 

この要領は、平成 16 年 10 月１日から施行する。 

 

（別紙） 

《 宮崎県防災救急ヘリコプター緊急運航基準 》 

１ 救急活動 

(1) 事故又は急病等による搬送事故若しくは急病等に起因して重症が疑われ、又は山間

部、離島等から緊急に傷病者の搬送を行う必要があると認められる場合で、別に定め

る救急活動出動基準に該当するとき 

(2) 高度医療機関への傷病者の転院搬送遠隔地の高度医療穣関へ緊急に転院搬送を行う

場合で、医師がその必要性を認め、かつ、原則として医師が搭乗できるとき 

(3) 傷病発生地への医師の搬送及び医療器材等の輸送 

山間部、離島等の交通遠隔地において、緊急医療を行うため、医師、機材等を搬送

する必要があると認められる場合 

(4) 移植のための臓器等の搬送 

移植医療を行うため、臓器や担当医師、医療機材等を緊急に搬送する必要があると

認められる場合 

(5) その他、特に、防災救急ヘリによる救急活動が有効と認められる場合 

２ 救助活動 

(1) 河川・海等での水難事故、山岳遭難事故等における捜索又は救助 

水難事故、山岳遭難事故等において、防災救急ヘリによる対応がより有効と認めら

Ⅱ-108 



 

 

   Ⅱ-155 

れる場合 

(2) 中高層建築物火災による救助 

中高層建築物火災において、地上からの救出が困難で、屋上からの救出が必要と認

められる場合 

(3) 山崩れ等の災害において、陸上から接近できない被害者等の救出 

大雨による山崩れ等により、陸上からの救出が不可能で、救出が緊急に必要と認め

られる場合 

(4) その他、特に、防災救急ヘリによる救助活動が有効と認められる場合. 

３ 災害応急活動 

(1) 被害状況等の調査及び情報収集活動 

地震、台風、豪雨、津波等の自然災害又はガス爆発事故、高速道路等での大規模事

故等が発生し、又は発生するおそれがある場合で、広範囲にわたる状況把握調査又は

情報収集活動を行うとともにその状況を監視する必要があると認められるとき 

(2) 被災地等への緊急物資、医薬品等の輸送及び応援要員、医師等の搬送 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、食料、医療その他の生活必需品、

復旧資機材等の救援物資、医薬品、人員等を緊急に搬送する必要があると認められる

とき 

(3) 災害に関する情報、警報等の伝達等広報宣伝活動 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、災害に関する情報及び警報、警

告等を迅速かつ正確に伝達する必要があると認められるとき 

(4) その他、特に、防災救急ヘリによる災害応急活動が有効と認められる場合 

４ 火災防御活動 

(1) 林野火災等における空中からの消火活動 

防災救急ヘリによる消火がより効果的であると認められる場合 

(2) 被害状況調査及び情報収集活動 

大規模火災、爆発事故等が発生し、又は延焼拡大のおそれがあると認められ、広範

囲にわたる被害状況把握調査又は情報収集活動を行う必要があると認められるとき 

(3) 広報活動 

住民への避難誘導等広報活動が必要と認められる場合 

(4) 資機材や要員の搬送 

交通遠隔地等において効果的な消火活動を行うため、消火資機材又は消火要員の搬

送が必要であると認められる場合 

(5) その他、特に、防災救急ヘリによる火災防御活動が有効と認められる場合 

５ 広域航空消防防災応援活動 

大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱（昭和 61 年 5 月 30 日付け消防

救第 61 号）、九州・山口 9県の相互応援協定（平成 7年 11月締結）等に基づく要請があ

った場合 
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（参考）■要請の手順 

 

1 通   報 

現場から消防本部等に通報する。 

 

２ 第一報（情報）を報告する。 

ヘリ要請の可能性がある災害が発生した場合において、わかる範囲の情報について、下

記の電話または FAX により第一報を送信し、概要を報告する。 

電話番号 ＦＡＸ 

（0985）56-0583 0985）56-0597 

※電話番号は緊急運航要請専用であることについて、十分に留意しておく。 

 

３ 緊急運航の要請 

要請が決定したならば、緊急運航要請書にわかる範囲の情報を記入し FAX 送信する。

要請書の正本については、航空センターに郵送手続きをとる。 

 

４ 緊急運航の決定 

県防災救急航空センター所長が緊急運航を決定する。 

 

５ 緊急運航の回答 

運航指揮者の氏名、使用無線の種別、呼出名、ヘリ到着予定時間、その他必要事項につ

いて、要請者に回答がなされる。 

 

（出典など：宮崎県ホームページを参考に作成） 
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３ 宮崎県水道事業者災害時相互応援に関する覚書 

平成 10 年７月 24 日締結 

 

水道法第６条の事業認可を受けた水道事業者のうち、地方公共団体（地方自治法第 284

条第１項に規定する一部事務組合を含む。）の水道事業者（以下「市町村水道事業者」とい

う。）は、市町村水道事業者が管理する水道施設において災害が発生した際、「宮崎県市町

村防災相互応援協定」（平成８年８月 29 日締結）に基づく「飲料水の提供」の相互応援に

ついて、この覚書を締結する。 

 

（用語） 

第１条 この覚書において「災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２

条第１項に規定する災害及び渇水等による被害をいう。 

 

（連絡担当課） 

第２条 市町村水道事業者は、この覚書の実施に必要な情報の相互交換を行う連絡担当課

を定めるものとする。 

 

（応援の内容） 

第３条 応援の内容は、次のとおりとする。 

(１) 応援職員の派遣 

(２) 応援給水の実施 

(３) 応急復旧の実施 

(４) 県、日本水道協会宮崎県支部等の関係機関との連絡調整 

(５) 給水に係る衛生措置の確保 

(６) その他飲料水の提供に関し必要な事項 

 

（応援要請等） 

第４条 被災した市町村水道事業者が応援を要請するときは、次に掲げる事項を明らかに

して、口頭等により行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

(１) 被害状況 

(２) 前条に掲げる応援項目の種類及び内容 

(３) 応援の期間 

(４) その他必要な事項 

 

（応援の実施） 

第５条 応援を要請された市町村水道事業者は、あらゆる手段を講じて、これに応じ救援

に努めるものとする。 
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２ 市町村水道事業者は、特に緊急を要し、被災市町村水道事業者が前条に定める要請が

できないと判断される場合は、県水道主管課と連絡調整の上、同条の要請を待たないで、

応援給水等を行うことができる。この場合には、同条の応援要請があったものとみなす。 

３ 応援を行う市町村水道事業者は、応援を要請した市町村水道事業者等の指揮の下に行

動するものとする。 

 

（経費負担） 

第６条 応援に要した経費は、応援を受けた市町村水道事業者の負担とする。ただし、特

段の事情がある場合は、当事者間の協議によるものとする。 

 

（応援資機材等の把握） 

第７条 市町村水道事業者は、相互応援の円滑な実施及び災害時に必要な物資並びに資材

の相互融通を図るため、次の事項について正確に把握しておくものとする。 

(１) 連絡担当課の責任者及び副責任者 

(２) 災害時応援可能資機材等の備蓄及び整備状況 

(３) 災害発生直後に応援に従事できる職員数 

 

（応急給水・復旧体制の整備） 

第８条 市町村水道事業者は、被災時に被災状況に応じた相互応援の円滑な実施を行うた

めに、次の事項等を定めた応急給水・復旧基本計画（以下、「基本計画」という。）を作

成するものとする。 

(１) 指揮命令系統の整備 

(２) 応急復旧期間 

(３) 応急給水目標水量 

(４) 応急供給拠点の設定 

(５) 応急給水拠点の設定 

(６) 応急資機材等の確保 

(７) 応急資機材の受入・配送拠点の整備 

(８) 応援受入拠点の整備 

(９) 優先的給水が必要な重要施設の把握 

(10) 水質管理の適正実施 

(11) その他迅速かつ的確な応急措置の実施に必要な事項 

２ 市町村水道事業者は、地域防災計画の見直しその他の事由により、基本計画の内容に

変更を生じた場合は、速やかに変更等を行うものとする。 

（実施細目） 

第９条 この覚書の実施に関して必要な細目事項については、別に協議して定めるものと

する。 
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（協議） 

第 10条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書の内容に疑義が生じた場合は、その都度

協議して定めるものとする。 

 

（適用） 

第 11条 この覚書は平成 10年 8月 1日から適用する。 

この覚書の成立を証するため、本書 45 通を作成し、記名押印の上、各１通を保有する

ものとする。 

平成 10 年７月 24 日 
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